
登録者(課長)名【1】 障害福祉課長　青柳　元久

施策評価シート
障害福祉課

【一次評価】主管課(関係課)【2】
【施策の概要】

検
証
項
目

施策成果の目標達成状況
□まだ未達成 ■ほぼ達成 □目標を大きく上回る

【14】施策名【3】 分野【4】 まちづくりの方向性【5】 施策の
成果と課題 意識調査での満足度

いつまでも健康で元気に暮らすた □平均を下回る ■ほぼ平均 □平均を上回る笑2-3 障害者の社会参加の拡大 笑顔で暮らすまちづくり 【15】めに
施策実現へむけた施策全体の課題【6】 施策の目標【8】 ◇障害者就労支援センター・一歩の登録者数は毎年増加しており、ハローワークや障害者職業センター等の関係機
キーワード【7】 関や、市内事業所が参加する就労支援セミナー等を通じた、企業等就労先への情報提供等の支援により、一般就労

　個々の障害者がかけがえのない個人として尊重され、障害の有無にかかわらず相 ◆障害者に対する理解障害のある人が、地域 の実績も増加しています。一方で一般就労した後に、早期に退職する事例もあり、企業と当事者双方への定着支援
互に人格と個性を尊重しあいながら共生する社会（＝共生社会）の実現のためには の促進 の中でいきいきと生き が必要です。
、障害者の多様な形での社会参加と、障害や障害者に対する市民の理解が不可欠で  がいをもって暮らせる 施策の成果と課題◇スポーツ支援事業の参加者の固定化が課題とされていましたが、平成29年に入り新たな参加者も増えています。
す。 ◆障害者就労支援の充まちをめざします。 (取組成果や目標 また、早稲田大学運動部の学生ボランティアの参加によって、活動の幅が広がると共に、学生からも良い経験がで
　今後は、社会参加のために必要となる移動支援やコミュニケーション支援などの 実  きているとの感想が寄せられています。平成28年10月からは、オリンピック・パラリンピックに向けた補助制度を達成に向けた課地域生活支援事業の充実や、障害者総合支援センター・フレンドリーにおける地域 ◆障害者の社会参加支 活用した水泳教室をあらたに開始したほか、スポーツ振興課事業等によって、障害者スポーツ支援の充実を図って
交流や普及・啓発活動の推進が求められています。 援 題、成果向上・ います。
　また、障害者就労支援センター・一歩、ハローワークを中心とした関係機関の連 コスト削減策等) ◇西東京市役所では法定雇用率以上の障害者雇用を行っていますが、大部分が身体障害者手帳所持者であり、特に
携によって、障害者雇用の促進、就労機会の拡大に向けた取組が必要です。概要 知的障害者の雇用環境は整っていませんでした。平成27年度より、試行的に知的障害者を臨時職員に採用し、従事【16】

する業務内容・勤務条件等、知的障害者雇用環境の検討を行なっています。
◇移動困難な視覚障害者や車椅子利用者を対象とするハンディキャブ移送サービスは、社会福祉協議会が実施して
いた類似サービスの統合により事業を拡充し、利用者も増加しています。外出支援事業は障害者の社会参加充実の

留意すべき点(都などの制度の変化・その他制約条件・社会環境の変化)【9】 ために大切な事業ですが、すべてを行政が実施することは厳しい財政状況からも困難です。

検
証
項
目

施策の重要性の変化◇障害者差別解消法が平成28年4月に施行され、合理的配慮の提供や障害のある方への理解が進んできていますが、地域共生社 □弱くなっている □以前と同程度 ■強くなっている
会の実現も視野に、引き続き普及啓発を行う必要があります。また、2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けて 【17】

今後の方針は、スポーツを通じた障害者の社会参加の拡大の視点が重要となります。 意識調査での重要度
◇厚生労働省が集計した平成28年障害者の雇用状況は、民間企業における雇用障害者数は13年連続、実雇用率は5年連続で過去 □平均を下回る ■ほぼ平均 □平均を上回る

【18】最高を更新しています。改正障害者雇用促進法では、雇用分野での差別禁止や合理的配慮提供義務、法定雇用率の引き上げ、精
神障害者の雇用義務化等が定められ、障害者雇用が進むことが期待されています。 ◇一般就労を希望する障害者を支援するため、障害者就労支援センターの事業が充実できるよう、指定管理者と協

事業群名【10】 事業群の施策上の位置づけ【11】 議、連携し、引き続き、障害者の就労を促す取組みを推進していきます。
◇障害者・児の社会参加や余暇活動が充実できるよう、市報・ＨＰだけではなく、作業者や特別支援学校への広報

事
業
群

障害者の多様な社会参加や雇用・就労への支援を推進します 障害者に対する理解の促進及び障害者就労支援の充実
1 により、より多くの障害者がスポーツに親しめるよう取り組み、スポーツ振興課や体育協会が実施するスポーツイ

ベントに障害者が参加したり、作業所ブースの出店等により、障害の有無に関わらず、スポーツを通じての社会参今後の方針
加ができるよう、スポーツ振興課との連携も深めていきます。また、2020年オリンピック・パラリンピックに向け

(具体的な事業群 たオランダスポーツ連合との協働事業にもスポーツ振興課と共に取り組んで行きます。
や事務事業を示 ◇知的障害者の試行的臨時職員雇用を通じて、従事できる業務内容や、支援体制の検証を行い、雇用拡大が図れる

よう、職員課をはじめとした関係各課との調整を行っていきます。しながら)
◇移送サービスの利用状況・利用意向等を把握しながら、公共交通機関や、タクシー、福祉有償輸送を含め、障害

【19】 のある人が利用しやすいサービスが提供されるよう、普及啓発に取り組みます。

【施策の成果】

総
合
評
価

施策内容の
■ 拡充 □ 現状維持 □ 絞込み

年度 24 25 26 27 28 29  方向性【20】
施策実施

指
標
１

名称 目標値 単位 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化「雇用促進など障害者の社会参加の拡大」に対する満足度 12％ ％ コストの
 方向性【21】

説
明

算
出
式
・

実績値 8.8 8.8 8.8 11 11 13.8 施策実施障害のある人が自立して生活していくために、市が行っている「雇用促進など障害
Ⅱ 成果の向上を図りつつ、コストは現状を維持する施策領域者の社会参加の拡大」の取組に対する評価を、市民意識調査の「市民満足度」によ

  方針【22】り把握します。
達成率 73% 73% 73% 92% 92% 115%

【一次評価後の事情変更等】

指
標
２

名称 目標値 単位就労援助事業への登録者数 214人 人

説
明

算
出
式
・

実績値 158 171 206 208 235障害者が地域でいきいきと暮らしていくために、障害者の多様な社会参加を促す就
労援助事業が行われています。この事業への登録者数を増やすことを目標とします

成
果
指
標

。
達成率 74% 80% 96% 97% 110% 0% 説明【23】 

指
標
３

名称 目標値 単位障害者（児）スポーツ事業への参加者数 284人 人
【12】

説
明

算
出
式
・

実績値 211 258 223 261 289障害者（児）が地域でいきいきと暮らし、スポーツ活動を楽しむことができる障害
者（児）スポーツ事業は重要です。この事業への参加者数を高めることを目標とし
ます。

達成率 74% 91% 79% 92% 102% 0% 【行革本部評価】

総
合
評
価

施策内容の
■ 拡充 □ 現状維持 □ 絞込み

指
標
４

名称 目標値 単位  方向性【20】
施策実施

説
明

算
出
式
・

実績値 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化コストの
 方向性【21】

　障害者の社会参加の拡大については、早稲田大学と連携したスポーツ支援事業や、障害者就労支援センター・一
達成率 歩と関係機関の連携による就労支援、障害者（児）移送サービスのなどに取り組んでいます。

　市民意識調査結果では、前回調査と比べ満足度・重要度ともに大きな変化は見られませんが、引き続き重要度は
達成率の平均値 74% 81% 83% 94% 101% 38% 高くなっています。2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催や共生社会の実現に向けて、障害者の社会参判断理由等

加の重要性は強くなっており、施策内容の拡充に努めるべきと判断しました。
【市民意見】【13】 【24】 　2020年に向け、オランダスポーツ連合との共同事業にも取り組み、障害の有無に関わらずスポーツを通じた社会

参加に取組むことが重要です。24年度 27年度 29年度
　また、知的障害者等の就労支援として、関係団体や関係各課と連携し、雇用拡大・社会参加の推進に努める必要
があります。満足度(％) 8.8% 満足度(％) 11% 満足度(％) 13.8%

各年次の市民意識調査で、
満足度 満足度 満足度 施策ごとの「満足、やや満 施策実施-0.15 -0.07 -0.02 Ⅱ 成果の向上を図りつつ、コストは現状を維持する施策領域(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント) 足」「重要、やや重要」の   方針【22】

合計値として算出しています。重要度(％) 70.4% 重要度(％) 69.3% 重要度(％) 71.8%

重要度 重要度 重要度1.02 1.03 1.14
(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント)



　　：評価年度【28】 事務事業
サービス 貢献度

名称【25】 担当課【26】 概要【27】 の評価 施策における位置づけ【31】
水準との 【32】事業費 人件費  (直近)【29】

 比較【30】

1 障害者（児）スポーツ

等支援事業の実施

障害福祉課 市内在住、市内の障害者福祉施設等に通所する障害者に対し、社会参加や余暇活動の充

実を図るため、スポーツレクリエーション活動や、水泳教室を実施しています。

2,287 1,955 332 改善・見直し

(平成21年度)

中 障害者総合支援法に基づく地域生活支

援事業として、障害者スポーツ指導員

及び障害者スポーツ補助員の指導を通

して、心身または精神に障害のある方

がスポーツレクリエーション活動を行

うことにより、地域でのスポーツレク

リエーションの振興及び健康増進を図

ることを目的としています。
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